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大学におけるr女性学」教育
現況と課題
堀　　眞由美
はじめに
　女性学は、比較的歴史が浅く、新しい学問分野である。第二次世界大戦後
の女性解放運動を経てアメリカで誕生し、アメリカの大学に登場してから20数
年。女性学が日本の大学で本格的に導入されたのは1980年代に入ってからのこ
とである。それが今日では、大学教育の場に限らず、市民館・公民館や各自治
体の女性政策担当部署、女性センターなどでも、女性学関連の講座や学習会な
どが実施されるほどになっている。さらには自主活動をおこなっているサークル
の問でも女性学関連の講座が学習・研究されている。その内容についてもさまざ
まであり、講座や学習の担当者の専門分野も多岐にわたっている。また同時に
受講者も大学等の教育機関の場を除いては、職業も年齢も性別も一様ではない。
学習内容や使用教材、学習方法などについては、いまだそれらの標準的なもの
が見いだせない状態で、学習担当者が各自の専門領域の範囲内で苦労をしてい
るような状態である。
　わが国は昭和50年代以降晩婚化の進行などを背景に、出生率の低下とともに
子供の数が減り続け、いわゆる少子化が進んでいる。また21世紀半ばには、今
日より総人口が約2割減少し、同時に国民の約3人に1人が65歳以上になる見
込みである。少子化とともに、社会の高齢化が急速に進展しているのである。
　このような歴史的転換期を迎えることは、わが国の経済社会に様々な深刻な
影響を与えないわけにはいかないであろう。したがって、これらの急速な変化に
対応して、職場で、家庭で、地域で、豊かで活力ある社会を目指していくこと
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が政府や社会の諸機関のみならず、われわれ個々人にも求められることになるだ
ろう。
　男女共同参画推進本部（本部長内閣総理大臣）は、平成8年12月、「男女
共同参画2000年プラン　　男女共同参画社会の形成の促進に関する平成12年
度（西暦2000年）までの国内行動計画　　」（以下「男女共同参画2000年プラ
ン」という）を決定した。その中で、政策・方針決定過程への女性の参画が重
点目標の第一に挙げられ、あらゆる分野における社会制度や慣行を男女平等の
視点から見直し、男女共同参画を推進していく社会システムを構築していくこ
とが重視されている。そこで男女共同参画社会建設への学習の重要性が強調さ
れており、女性学の教育・学習は今後さらに必要な事となるであろうと思われる
のである。
　本稿では、大学で女性学の科目を導入するにあたり、その誕生から発展の過
程を振り返り、現況を概観しながら、大学教育における女性学の課題を思案し、
さらには男女共同参画社会構築への道筋を探る手がかりを得たいと願うものであ
る。
1．女性学とは
　日本女性学会（1979年設立）は、女性学の定義をつぎのように述べている。
　「女性学とは、人問としての女性尊重の立場から、学際的に女性およびその
関連の諸問題を研究する学問であり、女性の視点（立場）をもって既成の学問
を洗いなおすことである。」
　1960年代後半、女性学はアメリカの大学で正式に講座として開講され学問と
してようやく定着し、短期間の間に発展するに至った新しい学問である。そして
その後、女性学はヨーロッパや日本においても注目されるようになり、従来の考
え方や研究成果が紹介されて研究が進められてきている。
　冨士谷あつ子氏は、女性学の定義を次のように述べている。
　「女性学は、従来のいわゆる“婦人問題”とは異なり、女性に関する諸問題
のみならず、女性自身をも研究対象とする。したがって、女性学は広く文化人
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類学、社会学、文学などの領域にまたがる学際的な性格をもつが、同時に、女
性自身を客体とした、生物学的、医学的、心理学的な研究によってその特質と
可能性を検討するものである。それによって、これまで女性の社会参加に対して
阻害要因となっていたもの（偏見、性差別的法律ならびに社会慣行）を取りは
らい、女性の欲求と特質を考慮した教育と就業機会を用意することも可能とな
るであろう。男女両性の均等ある、新しい協調がそこから生まれることを、女性
学研究者は願うものである。」1）
　従来の婦人問題研究は、その精神的基盤である「人間としての女性尊重の思
想」という理念は女性学研究と共通しており、女性の問題を社会問題として把
握することに貢献してきた。しかしその研究の焦点を、女性の歴史的・経済的
劣位に合わせているため、女性全体の問題を取りあげるには狭義の領域の研究
ということになるだろう。さらに、婦人問題が既存の学問の中で研究されてきた
一方、女性学は既存の学問に対してそれを女性の視点から洗い直すという点で
異なる。たとえば、婦人問題は、長年の研究にもかかわらず、一般的にそのイデ
オロギー性の強さを指摘され、教育の場にはなかなか入り込みにくかった。それ
に対して女性学は、従来からある女性に関する諸問題の研究の総称ではなく、
女性が歴史的に、組織的に差別されてきたという性差別の認識の上にたち、女
性の視点を通して既存の学問について再考を行なうことを目的としているのであ
る。
　さらに冨士谷氏は、述べている。
　「また女性学は、人間としての女性の自立を支えるものであるが、産業構造
の変化に伴う女性の経済的自立の諸条件をさぐり、展望を語り、加えて社会一
般の高学歴化、高齢化にあわせての生涯教育と福祉の進展に力をかし、何より
も法治国家として両性の平等な社会参加の保障を促す根拠を示すものでもあろ
う。」2〉
　わが国の男女共同参画2000年プランにおいては、あらゆる分野における社会
制度や慣行を男女平等の視点から見直し、男女共同参画を推進していく社会シ
ステムを構築していくことが重視されるとともに、「女性に対するあらゆる暴力の
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根絶」「メディアにおける女性の人権の尊重」「生涯を通じた女性の健康支援」
という新たな課題が重点目標として取り上げられている。少子・高齢化問題、
過去最高の失業率など、社会・経済環境などの急速な変化に対応し、豊かで活
力ある社会を目指していく上で、男女共同参画社会の実現こそ、時代の要請で
あろう。
　そして、時代の要請に慮える女性学も、まさに今日のわが国の状況ときわめて
密接な関連をもち今後さらに研究を進めていくべき分野であることは間違いない
であろう。
　全米女性学会（National　Women7s　Studies　Association：NWSA）は、
女性学の目標を次のように述べている。
　「女性学は、女性解放運動であることゆえにその存在意義がある。そしてフェ
ミニト運動は、女性が抑圧されているゆえに存在する。女性学はそれが多様なも
のから構成されているにしろ、性差別と人種差別のない展望を共有する。性差
別のない展望ということは、国家主義、階級、民族的背景、反ユダヤ主義、年
齢差別…意識的にしろ無意識的にしろ、他を抑圧し搾取するイデオロギーや組
織からの自由をも意味する。」
　アメリカ社会は、人種のるつぼと形容されるほどの移民の国である。17世紀前
半から19世紀前半にかけて、イギリス系、続いてドイツ、フランス系、さらに北
欧系の主にプロテスタント系の人々が移民をしてきた。黒人が奴隷として大量に
送り込まれたのもこの時期である。19世紀半ば頃から、アイルランド人・イタリ
ア人などのカトリック教徒、東欧系ユダヤ人、中国人、日本人などの東洋系の
移民が続いた。メキシコやプエルトルコ、キューバからのラテン・アメリカ系移
民も多い。最近では、韓国からの移民も目立ち、旧ソ連、東欧系の移民も後を
絶たず、今日でも依然として「移民の国アメリカ」のイメージは変わっていない。
このようなアメリカは、「サラダ・ボウル」ともいわれてきた。多くの人種は存在
するが、互いに混合することのない社会という意味である。さまざまな人種がい
るということは、生活スタイルも宗教も異なり価値観の違いも千差万別であると
いうことに他ならない。このような国で生まれ発展してきた女性学は、女性を性
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差別から解放するという領域以外にも、性差別と重複してあらわれる他の差別
や抑圧などをも克服していくことを目的する学問であるといえるだろう。
2．アメリカにおける女性学
2－1．女性学誕生とその背景
　今日、アメリカではほとんどの大学で女性学の講座を開講している。現在では
その名称も「Women’s　Studies」にほぼ統一されいるが、開講当時は、
「Feminist　Studies」　「Female　Studies」　「Gender　Studies」　「Sex　Role
Studies」などさまざまな名称で呼ばれていたようである。
　女性学が誕生した社会的背景には、フェミニズム運動と学生運動があげられ
る。フェミニズム運動は、歴史的には第1波フェミニズムと第2波フェミニズム
の2つに大別できる。第1波は、1920年代、男性と対等な「理想的」な人間に
なるために、法の下での男女平等など基本的人権を要求した運動である。当時
認められていなかった女性参政権獲得運動をはじめとする法律的権利の獲得な
ど、制度上のあからさまな女性差別の廃止や男女平等の実現にむけたものである。
第2波は、1960年代、女性独自の疎外された状況に気づき、男性と平等になる
こと＝女性解放ではなく、女性は自らの女性としての立場を問い直し、新しい
価値を作り上げていくことに課題があった。全米を巻き込んで展開されたアメリ
カのフェミニズム運動は、当時アメリカにおいて黒人の公民権獲得運動や学生
運動と連動して急速に促進されていくことになる。学生運動は、従来の大学教
育に対する徹底した批判をし、大学組織の根本的改革を要求したものである。
　1964年に成立した公民権法により活発化してきた「黒人学（BlackStudies）」
や少数民族運動を対象とした「少数民族研究（Ethnic　Studies）」などが次々
と生まれた。これらは、黒人や原住アメリカ人、少数派移民たちが、人種差別
体制に貫かれた教育制度の中で、教育を受ける権利を阻止され、さらには自分
たちの歴史や文化もまったく無視されていることに気づき、彼ら自信のアイデン
ティティの確立のためにも大学での講座開講への要求をしてきたのである。この
ようなカリキュラム改革の潮流にのり、同様に女性学も誕生し普及されていった
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のである。
　水田宗子氏はこの過程について次のように述べている。
　「その過程には、機械文明、特に独占資本主義社会における人間疎外の新し
い認識と共に、自己が自己の問題を解決することの困難さの強い認識がある。
新しい学問分野が、組織的に、あるいは制度・階級的に疎外されてきた人種、
年齢、性的グループ、あるいは階級の研究であることはその証拠である。歴史・
社会現象として差別問題を捉える視点と、疎外され、虐げられた人種・階級な
どが、みずから問題を解決し自己を解放してゆく手段としての学問という視点、
この二つの明確な視点の統一を理想とする新学問・教育観念の主張は、社会改
良運動の重要な一端であるといってよい。」3）
　まさにこの2つの視点の統一こそ、新たな学問「女性学」の出発点であり、
当時の歴史的・社会的背景から必然的に生まれ出たものであろう。このように
して、現実を認識し自己形成の基本的な知識を得るためには、アメリカでは学
問や教育の面からも取り組んでいくことになるのである。
　新しく誕生した女性学ではあるが、他の新しく誕生した分野と同様に、従来
の学問領域と閉鎖的な大学機構に対する挑戦であるがゆえに強い保守的反論や
批判を受け、さまざまな障害とも闘いながら発展を続けていくことになる。一方
で第一波フェミニズム運動当時のような女性参政権獲得や法の下での男女平等
を目指すだけではなく、社会の中で疎外された人間の自己解放のために本格的
な専門的調査・研究・分析の必要1生が認識されるようになっていくのである。
2－2．女性学の発展
　1976年には、女性学に関する最初の調査がアメリカの女性教育諮問機関
（National　Advisory　Council　on　Women’s　Education）によって行われ、そ
の調査結果は、「7年後の女性学講座（Seven　Years　Later：Women’s
Studies　Programs　in1976）」という報告書に発表された。この調査は、アメリ
カ内の女性学講座の盛んな大学15校を対象に行われたものである。
　その報告書によれば、アメリカにおいて女性学の講座数および受講者数が7
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年問に急速に増加し、大学教育の中でその地位を獲得することに成功したこと
が述べられている。講座で取り上げられたテーマは、結婚、家族、妊娠、堕胎、
教育、性役割、仕事など日常生活と密接に結びついている問題等々であり、文
学史上での女性の手記や書簡、自叙伝の研究なども行なわれた。女性にとって
毎日の生活経験に基づくテーマが、女性学関連のテーマに取り上げられたこと
は、まさに女性が自ら問題提起をし、自ら解決していく自己形成教育にとって
はなくてはならないものであろう。
　アメリカの大学で女性学が開講される場合、既成の学問、人文・社会・自然
科学などの分野の中に、女性を視点にすえた科目や講座を開講する場合と、既
成の学問の枠にとらわれずに独立した「女性学プログラム」を組む場合がある。
1974年までには、独立した女性学プログラムを持つ大学は78校、女性学講座を
持つ大学が1，000校で、講座数は5，000を越えるほどになった。1984年には、300
以上の大学で独立した女性学プログラムが設置されるようになり、急速にアメリ
カで女性学が発展していく様子がうかがえる。
　既成の学問の中で女性を視点にすえた科目や講座は、既成の学部機構の中で
女性学に興味を持つ教員が自分の専門分野内で講座を提供する。そのため女性
学の設置が、既成の学部機構や教授編成に影響をおよほすことがほとんどない。
しかし、その学問的教育的妥当性については、既成の分野内での研究であるた
めに、女性学を学問として認めない権威者たちからしばしば厳しい批判を受け、
女性学の独自な研究を行なうということは困難な状況におかれがちである。
　一方「女性学プログラム」は、既成の学部内で設置された女性学講座をまと
め、女性学を専門課程として専攻したい学生のために、一貫した独立のプログ
ラムを編成する方法である。女性学の独自な研究と教育が既成の学問分野から
受ける制約を最小限にするためには、女性学という独立した学部を設置するか、
またはこの女性学プログラムを設置する必要があるだろう。そのためには、複数
の学部・専門領域にわたるネットワークの形成が求められる。
　女性学開講当時より、女性学をひとつの学部に閉じ込めることは、焦点を狭
めることになると考えられていた。また、あらゆる学問分野に女性にとっての重
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要な「場」があると考えられていたのである。このプログラムの必要条件は、独
自の予算、有給の管理スタッフの設置、カリキュラムの公式認可、学位に関す
る主専攻・あるいは副専攻科目として必修科目となっていることなどがあげられ
る。
　1970年にサンティエゴ州立大学、ポートランド州立大学、リッチモンド市立
大学、サクラメント州立大学でこの「女性学プログラム」が採用されて以来、
1970年代半ばまでには、多くの大学でこのプログラムが採用されるようになった。
独立した学部を構えるよりは、大学側の経済的負担を最小限に、現存する人材
を十分に活用しながら独立した女性学の研究ができるということがその理由であっ
たと思われる。しかしながらプログラムには教授を独自に採用する権限がなく、
既成の学部に設置される科目や担当教授を選ぶ権限もないため、その結果、水
準の高い一貫したカリキュラムを常時提供することは困難とならざるをえない。
しかしこの方法は、女性学の研究に必要な現存する学部の各分野と広くネット
ワークをもつことができる点では適切な方法であろう。
　女性学プログラムは、伝統的な教育方法とは多少異なり、時には2人以上の
教員を配置したり、教員と学生がティームを組んで講義を担当したり、実社会
でのインタビューや調査をおこなったり、学生各自の経験を教材に使用したりと
多彩な方法を取り入れている。
　また、女性学の受講者が、既婚者や社会ですでに働いている者が多いという
ことも特徴である。アメリカのほとんどの大学には、女性センターが設置されて
おり、教育を再び受けたい女性を支援しているのである。
　水田氏はアメリカにおける女性学の成果を次の7つに集約されている。4〉
（1）女性（および男性）研究者に新しい意欲と視点と目的を与えることによっ
　て、活発な研究・教育活動をうながした。
（2）正確で綿密な実態調査の結果、女性の歴史および現状に対する認識が深め
　られた。
（3）女性を視点にした研究が、従来の男性尊重に基づいた研究によって提出さ
　れていた知識の偏りを是正することにより、歴史・社会・文化の全体像を捉
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　えることにより成功している。
（4）性差別を歴史・文化の全体性において捉えようとする視点が、既成の学問
　分野を越えた比較的方法を必要とし、従来の学問にありがちな、狭い専門化
　と研究の孤立化を是正する方向に発展した。
（5）女性尊重の立場が、学問における人間尊重の主張を強化したこと、女性学
　が人間学の基礎を築いたこと。
（6）女性学は、学問と社会生活をより深く結びつけ、学問的成果が、差別をな
　くし、より平等な社会の創造と、より自由な人間の可能性の発展に直接貢献
　することを志向してきた。
（7）女性学教育が、従来の、年齢によって規定された学生層を対象にする教育
　から、広く成人層、社会人を対象とする教育に発展していった。
　このように女性学は、アメリカにおける歴史的かつ文化的産物として位置づけ
られ、今日までも発展し続けているのである。
3．日本における女性学
3－1．女性学導入とその背景
　1960年代にアメリカで起こったフェミニズム運動は、他の欧米先進諸国や日
本にも影響を及ぼした。1970年に入ると日本では「ウーマン・リブ（Womensys
Liberation　Movementの和製略語）」と呼ばれ、第2波フェミニズムの原点に
位置する思想に導かれた運動が起こった。この運動は、コンシャスネス・レイジ
ング（意識覚醒）という自分の価値観を吟味し、内なる意識改革を重視し、既
成概念によって自らの心理の内に根づかせた「女らしさ」からの解放を強調した
運動である。アメリカのフェミニズム運動の流れを汲みながらも日本的な特徴を
あわせ持った運動が展開されたのである。
　アメリカで実際に女性学に関心をもった日本人研究者たちによって、女性学
が日本に紹介されたのは、時同じく1970年代はじめのことである。1974年、井
上輝子・賀谷恵美子両氏が『婦人問題懇話会会報20号』の中で「アメリカ諸
大学の女性学講座」という報告を出している。これは、当時のアメリカの大学
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における女性学の実情を調査紹介したものであり、これにより日本でも女性学の
存在が注目を集め始めるのである。
　従来日本においても、大学の中で「婦人問題講座」といった講座は開講され
ており、各地の任意のサークルなどでも同じような問題が数は多くはないが学習、
研究されてきた。しかし、女性学の講座を日本の大学で広めるきっかけとなった
のは、さまざまな行政の対応といえよう。
　1975年の「国際婦人年」、同年6月メキシコ・シティで開催された「国際婦
人年世界会議」では「世界行動計画」が採択され、それに続く翌1976年から
1985年までの10年間を「国連婦人の10年」とし、男女平等へ向けた世界規模の
取り組みがスタートした。1980年には、コペンハーゲンで「中間年世界会議」
が開催されそこで「女子差別撤廃条約」（1979年国連総会で採択）の署名が行
なわれた。日本でも、国際婦人年に「婦人問題企画推進本部」（本部長：内閣
総理大臣）が設置され、同本部は1977年に「国内行動計画」を策定した。
1985年、国連婦人の10年最終年にはナイロビで「世界会議」が開催され、「婦
人の地位向上のためのナイロビ将来構想戦略」が採択された。同年日本では、
女子差別撤廃条約を批准したのである。これらを契機として、学際的な姿勢と
女性の視点から既成の学問を見直すという新しい学問である女性学は支持され
るようになるのである。また1977年には、女性の社会参加を促す教育施設として
埼玉県に国立婦人教育会館が開館した。翌年1978年、国際女性学会による
「国際女性学会東京会議」が開催され、女性学に関心のある内外の研究者たち
が集まり、3日間にわたる討論を行なった。この会議が、女性学を日本国内に
浸透させることに画期的に貢献したことは高く評価されよう。同年お茶の水女
子大学では文部省が交付した大学教育方法等改善経費による事業の一環として
「大学における婦人間題および女性学講座はいかにあるべきか」というシンポジ
ウムが開催された。公の教育・研究機関でのこのような対応は、女性学を広め
る上での役割が大きいといえよう。
　その後女性学の研究と女性の社会的地位向上のために、国際女性学会（197
7年）日本女性学研究会（1977年）女性学研究会（1978年）日本女性学会
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（1980年）などの民間団体が次々に設立されたのである。
3－2．女性学教育の現況
　国立婦人教育会館（埼玉県）では、昭和58年（1983年）以来3年に一度、
「高等教育における女性学関連科目の開設現況」を調査している。ここでは平
成5年度調査報告書に基づいて、わが国における平成4年の女性学教育の現況
を平成2年のものと比較をしながら概観する。
　この調査は、全国の大学・短期大学の高等教育機関において、女性学または
女性学の視点を取り入れた科目（講義）を開講している研究者（1，937名）お
よび女性学関連研究所（10機関、12団体）を調査対象者・機関として行なわ
れた。
　わが国において平成4年度に女性学関連科目を開講している大学・短期大学
は268校、全大学・短期大学（1，101校）の24．0％にあたる。平成2年度（前
回）の調査では、251校で22．8％であった。中でも、国立大学では、平成4年
度には37校（37．8％），前回調査の平成2年度は27校（28．1％）であった。特
に国立大学の共学校でその増加が著しいが、公立や私立の大学・短期大学では、
横ばい状態である。
　平成2年度の女子大学では155校、共学校では96校で開講していたが、平成
4年度には、女子大学では147校、共学校では121校で開講しておりその差は縮
まっている。女性学が今や男女を問わず教育の場で求められていることが数値か
ら伺えるであろう。（表1）
　科目数は、平成2年度には463科目、平成4年度には512科目で、実施大学・
短期大学の増加数に比べ科目数の伸び率が大きく、中でも国立大学の共学校で
は、平成2年度は46科目、平成4年度には70科目、私立女子大学では、平成
2年度は89科目、平成4年度は117科目と増加していることが特徴としてあげら
れる。
　科目名やテーマ名、分担テーマ名について使用頻度の高い用語は、女性
（216科目）、女性学（51科目）、女性史（47科目）、家族（47科目）、女性問題
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表1　設置形態別開講大学・短期大学数及び科目数
年度 平　成　2　年　度 平　成　4　年　度
大学・科目
??
開講大学・短大数 科　目　数
??
開講大学・短大数 科　目　数
設置形態 女子大
??
計 女子大
??
計 女子大
??
計 女子大
??
計
????大学 96 225 27（281％） 846 54 98 235 37（378％） 970 79
短大 41 0 1
??
24％） 0 1 1 39 0 1
??
26％） 0 1 1
????大学 39 55 10（256％） 85 13 41 54
??
220％）
11 5 16
短大 54 4 6 10（185％） 14 6 20 53 410
14
（264％）
13 11 24
????大学 372 4244 86（231％） 8978 167384 3850
88
（229％）
11778 195
短大 49810215 117（235％）17929 208499 9821
119
（238％）16730 197
放送大学 1 00 0 00 0 1 00 0 00 0
計 1，10115596 251（228％）298165 4631，115147121
268
（240％）317195 512
（　）内は全国の大学・短大数に対する女性学関連科目開講大学・短期大学数の割合。
出典：国立婦人教育会館「高等教育機関における女性学関連科目等の現況一平成5年度調査報告一」
（35科目）、男女（23科目）、家庭（23科目）、ジェンダー（19科目）、フェミニ
ズム（19科目）、女子労働（16科目）等となっている。
　科目の内容については、女性学（279科目）が全体の54．5％を占めているがそ
の他は女性学関連科目と考えられ、歴史・地理（42科目）、社会学（37科目）、
家政学（27科目）、教育学（23科目）、文学（23科目）である。女性学関連科
目が多岐にわたる内容であることがわかるであろう。しかし女性学及び女性学関
連科目の内容・領域がこの調査表にははっきりと提示されておらず、科目数や
内容などについては調査表に回答を寄せた担当者または各教育機関の独自の判
断で回答していることも否定できない。これにより開講講座数等に若干の相違が
あるかも知れない。
　担当教員については、平成2年度には824人、平成4年度には800人と若干減
少しているが、女性の常勤担当者が平成2年度には356人、平成4年度には423
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人と増加している。担当教員数の若干の減少、常勤担当者の増加ということは、
大学・短大の常勤の教員に女性学担当者が増加したということである。常勤の
教員の間で女性学に興味を持ち担当を希望する者が増加したのか、希望いかん
に問わず常勤の中で女性学の担当者を決めたのか。いずれにせよ、大学・短大
の内部で、女性学教育に賛同する動きが見えてきたように思う。
　担当者の専門分野については、第一位は社会学、次いで文学、歴史・地理、
教育学、女性学、法律、哲学・宗教、家政学、心理学、政治・経済など多岐
にわたっている。（表2）
　講義の進め方については、講演・講義（429科目数）、討議・話し合い（183
科目数）、映画・ビデオの視聴（169科目数）、個人学習（図書室利用を含む）
（141科目数）、演習・講読（136科目数）、調査・フィールドワーク（43科目数）、
実技・実習（20科目数）、シンポジウム（14科目数）、他団体・グループとの交
流（8科目数）、見学（7科目数）その他（19科目数）となっている。この中
から、複数の方式を併用している場合が多い。科目内容から、レポート作成、
ビデオや映画、新聞を題材にしたディスカッション等を通じて受講者に働きかけ、
講義が一方的にならないように配慮していることが伺われる。
　受講後の意識変化についての記述には、自覚がめばえ自己変革を試みるといっ
た積極的な反応を示す者が大多数であり、なかには卒論のテーマや大学院の研
究テーマに女性学や関連テーマを選ぶようになった受講生も多数見受けられる。
しかし、逆に迷いを増幅させたり、拒否反応を引き起こす例も少なからず報告さ
れている。理解度は表層部分にとどまり、本質的な変化については時問をかけて
判断する必要があるという回答や、変化はないという回答も見受けられる。
　以上「高等教育機関における女性学関連科目等の現況平成5年度調査報告」
より女性学教育の現況を概観した。
　次に、平成10年度「高等教育における「女性学」授業実践例の調査研究」
（女性学研究会）の報告書をもとに、女性学教育の現況をさらにみていきたいと
思う。
　この調査研究は、高等教育機関で女性学教育を行なっている担当者の意識を
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表2　専門分野別担当者数 （平成4年度）
分　野　名 女性 男性 計 分　野　名 女性 男性 計
1女　　　性　　　学 43 2 4521医　学　・薬　学 5 7 12
2家　　　政　　　学 35 2 3722自然科学（その他） 1 1 2
3人文・社会一般 4 4 823産業・技術一般 0 0 0
4心　　　理　　　学 22 11 3324農　林　・畜　産 0 0 0
5哲　学　・宗　教 20 20 4025水　　　　　　産 0 0 0
6歴　史　・地　理 33 22 5526商　業　・経　営 1 1 2
7政　治　・経　済 11 8 1927土　木　・建　築 1 0 1
8法　　　　　　律 30 15 4528機械・電気・電子 0 0 0
9財　政　・統　計 0 0 029交　通　・観　光 0 0 0
10社会問題・労働 10 5 1530通　　　　　　信 0 0 0
11社　　　会　　　学 59 29 8831コ　ンピュー　タ 0 0 0
12教　　　育　　　学 35 14 4932産業・技術（その他） 0 0 0
13文化人類学・民族学 7 7 1433芸　術　　一　般 0 0 0
14人文・社会科学（その他） 4 2 634美　　　　　　術 1 0 1
15自然科学一般 1 0 135音　　　　　　楽 1 1 2
16数　　　　　　学 1 0 136演　　　　　　劇 0 0 0
17物　　　　　　理 1 0 137文　　　　　　学 55 25 80
18化　　　　　　学 1 1 238芸術（その他） 2 0 2
19天　文　・地　学 0 0 039体育・スポーツ 8 2 10
20生　　　　　　物 3 5 840そ　　　の　　　他 10 5 15
回答者594名　　無回答者31名 計 405189594
出典：国立婦人教育会館「高等教育機関における女性学関連科目等の現況一平成5年度調査報告一」
調査することにより、大学における女性学教育の現状を把握するとともに、その
問題点を指摘することを目的としている。調査の対象については、前述の国立
婦人教育会館による「高等教育機関における女性学関連科目等の現況」に掲
載された担当者名を基にして送付者リストを作成、さらに紹介者とあわせて
512名に調査票を送付した。
報告書によると、女性学教育を実施することはどのような意義があると考える
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かという質問に対して、第一位回答は「男女平等社会の実現にあたって、大学
はその社会的責任を果たす必要があるから」という選択肢が最も多く全体の
62．3％を占めている。第二位回答は「女性の学生にとって、性差別への認識な
どの意識変革が、大学全体によい結果をもたらすであろうから」という選択肢で
全体の44．8％である。第三位回答は「男性の学生にとって、性差別への認識な
どの意識変革が、大学全体によい結果をもたらすであろうから」という選択肢で
全体の28．7％である。これらの回答は、調査票にすでに5つの選択肢が記述さ
れ、その中から選択された回答の数値である。その他の自由回答をまとめるとお
およそ次のようになる。
　女子学生の卒業後の人生選択に決定的影響を与える。女性は性差別に対する
意識を高め、周囲の通念、状況に気づき、行動が起こせるような視点と行動力
を培う。男女にとって国内外の現状データを知らせることが、大学教育の大き
な目的である。男女が共に人間らしく生きていけるような社会を構築するために
必要。性別にとらわれずに、自由に個性的に生きることを可能にする。自己の
教育を生涯続けていくためには、自分を知ることを前提とする。性別役割分担
の克服は、社会的な変化の必然的な方向である。なによりも学んだ学生自身の
エンパワーメントになりうる。学問の中にジェンダーの視点を入れていくための
第一歩。自分のキャリアについて深く考えさせ、勉学意欲を高める、等々である。
　学生のフィードバックについては、感想文の提出が最も多く、次いで授業中
に必ず質問の時間を設ける、授業の最初（最後）による小テスト、オフィス・
アワー、学生による授業評価の実施、小グループによるディスカッションなどで
ある。
　女性学教育の発展のための施策については、「専任教員を確保、スタッフ面で
の充実」という回答が最も多く（68．3％）、次いで「女性学関連科目を必修化
するなど、カリキュラムの中の位置づけを変更」、その他「ファカルティ・ディベ
ロップ（担当教員に対する教授資質向上のための研修）」「女性学教授法の理論
に関する研究」「教授の場の物理的条件の改善」などである。「教授法の場の物
理的条件の改善」とは、適切な受講者数の調整、机・椅子が移動できる教室の
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確保、AV機器の整備などのことである。グループワークやグループディスカッ
ションなどを行なうためには設備等の移動は欠かすことはできない。また教材に
ビデオを使用することもある。受講者の自発的姿勢を養うためにも、一方的にな
らない講義形式が女性学には特に要求されよう。
4．女性学教育の今後の課題
　女性学は、その発祥の地アメリカにおいては、ほとんどの大学で講座を開講す
るまでに普及している。大学ばかりではなく、コミュニティカレッジや高校・専
門学校にも広がっているような状況である。そして、その学問的地位は定着し、
女性学を専攻し、女性学で学位をとることが可能な大学も増えている。他方、
わが国の場合をみれば、今だ模索の状況とはいえ、これまで見てきたように着実
に大学での女性学開講講座は増加してきている。
　ところで、日本における女性学教育の今後の課題を考える時、裾野の広がり
すぎた女性学の概念と領域を、再検討し直すことから始めることが必要であるよ
うに思われる。勿論、そのためにも各学問領域でのさらなる研究の蓄積と関連
科目の連携が必要となるであろう。
　女性学をどのように捉えるかは、専門分野が異なる担当者各々によりさまざま
であり、女性学とは何かという問いにも、担当者の共通認識はいまだ模索の状
況にあると言ってもよいであろう。言うまでもなく、女性学を学習する上で、そ
の基礎的な概念や知識の習得は必要であろう。しかしながら女性学を一つの型
にはめた教授法や教育方法で統一してしまうことはこの際、あまりにも軽率と言
わなければなるまい。時代に応じ、また受講者に応じた柔軟な対応が求められる。
なによりも、受講者に自ら考え行動をするように促すことが肝要であり、そのた
めには、一方的な講義形式だけではなく、学生からの問題提起や討論の場を設
ける必要もあるだろう。テーマや講義内容については歴史的観点からの知識の認
識と同時に可能な限り今日の問題を取り上げ、男女が問題意識を共有できる工
夫が求められるであろう。世界の女性人口の3分の2を占める第三世界の女性
問題についても国境を越えて取り組んでいく必要があるだろう。
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　大学教育における女性学の位置づ赫については、大学の基礎教育である共通
科目として女性学を開講することが望ましいと思われる。女性学が、女性解放
運動、第二波フェミニズムから誕生したことは明らかではあるが、日本における
女性学教育は、これからの自分の人生を見つめ、この社会の中で生活していく
ためにどのような認識と意識をもったらよいかを問い直す機会を提供するもので
はなかろうか。今日までの性差別の知識や認識と同時に、男女が共に協力し、
尊重し合える「男女共同参画社会」への基礎学習として、教科の枠を越えた
「総合的な学習の時間」として大学での女性学教育を位置づけなければならない
と思う。言うならば、男女『平等』という意識ではなく、男女が『対等』に自
分たちの共生社会を志向する意識形成が求められるであろう。そういう意味では、
女性学は「人間学」ともいえる総合学習の場ではなかろうか。
　1996年国連開発報告書（U　N　D　P）によると、教育、健康な生活水準など
一般的な人間開発指数で見れば日本は3位だが、それを男女間格差・不平等で
調整したジェンダー開発指数で見てみると12位に後退する。さらに、女性が能
力を活かして、積極的に政治や経済における意志決定に参画しているかどうかを
みるジェンダーエンパワーメント（GEM）では、世界第2位の経済大国であ
るわが国は、なんと、E　U諸国、南アフリカ、中国などに抜かれて37位である。
　世界の国々と比較してみると、日本の女性のミゼラブルな社会的現状が見え
てくるのである。わが国社会の現況は、目指す男女共同参画社会からは程遠く、
女性が男性と対等の社会のメンバーとして認められてはいるとは、とても言えな
いであろう。それだけに今後、社会経済に関するさまざまな各分野を男女共同参
画の視点から見直し再構築していくためにも、女性学の発展が望まれるのである。
結びにかえて
　女性学が日本に導入されてまだ日は浅いが、実践的な学問である女性学に男
女共生社会へむけての動機づけとして、その貢献が期待されるであろう。性だけ
ではなく、国籍、年齢、障害の有無などによる差別をなくした社会の形成と経
済的・社会的・人格的に自立して貢任を果たし、それぞれの多様な生き方を認
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め合うことが求められる。女性の問題を解決していくには、社会の構成員である
男性の協力なくしては、考えられない。
　1998年4月には、日本で初めて比較文化専攻（比較文化分野、比較ジェン
ダー論分野）の大学院博士（後期）課程も開設された。アメリカの独自のプロ
グラムに学びながらも、日本の歴史、文化、社会に根ざした女性学教育の展開
を期待すると同時に、今後も女性学を通して自ら意識と能力を高め、政治的、
経済的、社会的および文化的にエンパワーメントできる存在となり、社会に参
画していくことが求められるであろう。
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